
市町村財政比較分析表(平成18年度普通会計決算)
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人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [153,868円]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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類似団体平均

十日町市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
【財政力指数】
財政力指数は、長引く景気低迷による税の減収などから0.39と類似団体平均を下回っている。今後も税収等歳入の増加は見
込めないため、投資的経費の抑制や人件費の削減など行政コストの見直しを行い、財政基盤の強化に努める。
【経常収支比率】
合併前における景気対策や地域振興のために普通会計の建設事業を進めたことにより公債費が嵩んでいることや、豪雪地
帯であるため除排雪経費が多額のため経常収支比率が高くなっている。今後は「重点改革プラン」に掲げたとおり新規採用の
抑制による職員数の減（平成18年度より５年で57人削減予定）や、公債費負担適正化計画の確実な実施により義務的経費な
どの削減に努める。
【人口1人当たり人件費・物件費等決算額】
市町村合併による職員数の増加、豪雪地帯のため除排雪経費（維持補修費）が類似団体に比して高いことから類似団体平
均を大きく上回っている。今後は「重点改革プラン」に掲げたとおり新規採用の抑制や事務事業の効率化により物件費等の抑
制に努める。

【人口一人当たり地方債現在高】
合併前における景気対策や地域振興のための建設事業を進めたこととにより、類似団体の平均を上回っている。公債費負担適
正化計画の確実な実施による新規地方債の発行抑制により、現在高の減少を見込んでいる。
【実質公債費比率】
合併前における景気対策や地域振興のために普通会計の建設事業を進めたことと、広範囲にわたる簡易水道の整備や地域限
定の下水道整備などの生活基盤整備により、類似団体の平均16.3％を3.3ポイント上回っている。公債費負担適正化計画の確
実な実施により公債費は年々減少し、平成25年度には協議団体となる指標の18％を下回る17.8％を見込んでいる。
【人口1,000人当たり職員数】
類似団体を若干上回っているが、勧奨退職者の増加と新規採用の抑制により数年後には類似団体並みになるものと予測して
いる。
【ラスパイレス指数】
平成18、19年度の２年間、給与カットによる特例減額（２％）を実施したことにより類似団体平均を下回っている。今後は時間外
勤務手当の縮減等に努め、人件費全体の縮減を図る。


